
13
2018.11

第31回 鉄道総研講演会

列車運行制御の自律化がもたらす安全性の向上

1．はじめに

　最新のICTの活用により、従来は実現が困難であっ
た線路内の支障物の自動検知や運転パターンの自動生
成が可能となれば、運転に係る負担が軽減でき、更な
る安全性の向上が期待できる。画像による線路内の異
常検知や機械学習の技術を用いた列車運行予測、列車・
設備の位置情報の一元管理など、運行制御の自動化に
資する技術の開発状況を紹介する。さらに、通信ネッ
トワークを活用して情報の流れを変えることによって、
地上設備にできるだけ依存しない自律型列車運行シス
テムの将来像を描き、考え方と研究開発の方向を述べる。

2．ICTによる列車運行制御の高度化

2.1　列車の運行制御におけるICT活用
　現在の鉄道では、運行管理システムと信号保安シス
テムの2つのシステムが列車の安全・安定運行を支え
ている。運行管理システムはダイヤに基づく列車の定
時運行と遅延時の運転整理を担う。信号保安システム

は保安制御装置等により、列車の安全確保を担ってい
る。両システムとも、その時代の最先端のICTを活
用して列車の運行制御の高度化を進め、人間の負担を
軽減することによって、安全で安心して利用できる鉄
道へと発展してきた。
　1964年に東海道新幹線で車内信号式が実用化され
た自動列車制御装置（ATC）1）は、先行列車との間隔
などから決定される速度を指示し，速度が指示速度を
超過している時には自動的にその速度以下になるよう
ブレーキを制御する装置で、当時実用化間もなかった
トランジスタや地上～車上間伝送の技術を活用して実
現したものである。現在はデジタル化され、車上で速
度パターンを演算し、速度を滑らかに制御する方式が
新幹線や首都圏の在来線で使用されている。
　このほか、コンピュータの登場や、通信ネットワー
ク技術などの発展によって、運行管理や進路の設定
の自動化が行われ、1977年には列車走行を自動で制
御する自動列車運転装置（ATO）が営業線で実用化さ
れた2）。また、フェールセーフ性を確保したマイコン
の開発により、1985年に電子連動装置が実用化され、
初めてコンピュータが保安制御に適用された3）。最近
ではデジタル移動体通信技術を活用し、移動閉そくを
実現する無線式列車制御が2011年に営業線に導入4）

されるなど、安全・安心な鉄道を支えるシステムの多
くがICTによって実現されている。

2.2	 さらなる列車運行制御の高度化に向けた
課題

　列車運行制御におけるICT活用の代表的な実用化
の例は、無線式列車制御システム5）である。
　無線式列車制御は、列車位置を連続的に把握できる
こと、個々の列車に対して直接的に制御情報を与えら
れる点が、従来の保安装置とは大きく異なる。このよ
うな特長を、より積極的に活用し、自動運転と組み合
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図1　リアルタイム列車運行制御システム
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わせることで、列車運行に様々な革新をもたらすこと
が期待される。
　鉄道総研では、現在、無線式列車制御の技術で得ら
れる詳細な情報を運行管理にも活用することで、様々
な状況に適応して運転曲線のレベルで列車をきめ細か
く制御するリアルタイム列車運行制御システムの開発
に取り組んでいる（図1）6）。
　例えば、列車運行の安全に関しては、リアルタイ
ムハザードマップ7）を活用した自然災害時の運行判断、
あるいは、4.1節で述べる線路内監視技術による線路
内の異常検知の結果をリアルタイムに反映し、列車を
停止させたり、徐行させたりすることができる。また、
これも鉄道総研で開発を進めている機械学習などを
使った列車運行予測8）などに基づいて、列車をきめ細
かく制御することで、特に高密度線区などで遅延拡大
の抑制や、早期の遅延回復が可能となり、安心して利
用できる鉄道の実現に寄与するものと考える。
　ところで、このようなシステムを構築する際、地上
側で様々な情報を集約、判断して指示を出す形態が一
般的であると思われる。この場合、地上の制御システ
ムがもつ制御アルゴリズムは複雑になり、システム規
模が大きくなる。また、安全に関わる様々な情報を常
に地上～車上間で伝送する必要があるので、通信ネッ
トワークのセキュリティ対策が大規模になる。
　つまり、現在の無線式列車制御の技術をベースに、
さらに高度な列車運行制御システムを構築し、列車を
安全に制御することは十分にできるが、概してシステ
ムとしては規模が大きく、地上側におかれる設備が必
然的に多くなり、故障リスクや脆弱性が増加してしま
う懸念がある。

3．列車運行制御の自律化による安全・
安心

3.1　自律化とは
　大辞林第3版によれば、自律（Autonomous）とは、「自
分の行動を自分の立てた規律に従って正しく規制する
こと」と定義されている。ある制御システムを自律化
するということは、デジタル化された情報に基づいて
システムが自ら手順や判断基準を見出し、人間が介在
しなくても制御を行えること、と言える。
　列車の運行制御に照らせば、自律化とは、いつ起こ
るかわからない異常を列車自身が検知し、安全か否か
を判断して対処できる能力をもたせること、と考える
ことができる。すなわち、危険を回避するために減速・

停止の判断を行うだけでなく、異常解消後の運転再開
や、旅客の流動や気象情報など運行に関する情報に基
づいて列車自らが判断して走行できる機能を持たせる
ことが、自律化と考える。
　自律化された列車は、前後列車の状態情報と沿線の
状態情報、そして転てつ機・踏切などの状態情報に基
づいて、進路と走行パターンを自ら設定して転てつ
機・踏切を自ら制御し、進路の確保と線路内の安全監
視を行いながら自動で走行する。列車が自律化できれ
ば、自列車の周辺の詳細な情報を使って迅速に異常を
検知できるだけでなく、異常解消後の安全確認も早く
でき、必要に応じて退行することも容易である。また、
一部の列車の周辺で異常が発生して減速・停止が必要
となっても、安全に支障しない区間の列車には波及し
ないという効果も期待できる。

3.2	 鉄道総研が提案する自律型列車運行制御
システム

　列車を自律化するためには、これまで地上の装置が
持っていた停止目標位置を判断する機能を車上に移し、
線路内の監視情報に基づいて停止目標位置を再設定す
るアルゴリズムが必要となる。また、踏切内と線路内
の異常の有無を自動で検知する技術が必須となるほか、
列車の運行に必要な情報を構成要素間で共有するため
のネットワークも必要である。
　なお、特に首都圏のように列車密度が高い線区、あ
るいは支線や列車種別が多く運行パターンが複雑な線
区があるエリアでは、複数の列車が相互に動けなくなっ
てしまうデッドロックや、他の列車の運行を阻害してし
まうことが懸念される。そこで、線区全体の列車の動き
や、旅客の流れ、またリアルタイムハザードマップ、メ
ンテナンスなどの情報を集約し、列車に対して発車のタ
イミングや駅の番線などをアドバイスするスーパーバ
イザー的な役割を果たすシステムが必要と考えている。

図2　自律型列車運行システム
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　すなわち、自律型列車運行制御システムとは、周辺
の状況に基づいて自ら安全を確保しながら走行する列
車と、線区全体の状況を見て安心を提供するために管
理を行う地上のスーパーバイザーが、それぞれ自律的
に動作することで、安全・安心な輸送を提供するシス
テムである（図2）。
　このシステムでは、列車から地上のスーパーバイ
ザーへは状態情報だけを伝えればよく、またスーパー
バイザーから列車へは、常時は「システムが正常」で
ある旨のメッセージを流しておき、必要に応じて運行
上のアドバイスを与えればよい。すなわち、列車を自
律化させることによって、安全に関わる情報の伝送を
列車周辺だけに限定でき、安全確保に必要な最低限の
情報は列車内でクローズできるため、情報セキュリ
ティ対策上も有利と考えられる（図3）。

4．自律化に向けた要素技術に関する研
究開発

4.1　踏切内・線路内の監視に関する研究開発
　近年、カメラやレーダー等のセンシング技術、画像
処理や機械学習による状態の判断・予測技術の急速な
高度化により、従来は困難であった、走行中の列車の
進路上の異常を自動で検知するシステムを実現できる
可能性が高まっている。鉄道総研では、乗務員の負担
軽減と、将来の自動運転の実現に資するため、最新の
ICTを活用して踏切内や線路内の異常を自動で検知す
る技術の研究開発に取り組んでいる。
　これらの技術は、自動運転には必須であるばかりで
なく、非自動運転システムにおいても運転士の支援シ
ステムとして安全性を向上するうえで有効であるため、
早期に実用化すべき最優先課題と認識している。

（1）画像処理による線路内の異常検知
　踏切内の異常検知については、従来は自動車の検知
を目的として、レーザービームを踏切道内に照射するシ
ステムや、レーザーレーダ等を使用するシステムが導入
されてきた。しかし、これらのシステムでは、ある一定
以上の大きさがなければ検知できない、あるいは検知で
きない範囲があるなどの制約があった。そこで、鉄道総
研では、遠赤外線カメラでとらえた温度映像から、画
像処理によって踏切内の異常を検知するシステムの開
発を進めている9）。このシステムでは、図4に示すように、
機械学習の技術を活用することによって踏切内の異常
を認識でき、かつ2系統で同じ処理を行って結果を照合
することで信頼性を高めている。2017年度までに降雨
や降雪など各種気象条件下で検知性能の確認試験を実
施し、検出すべき対象が検出できない時間が700ms以
上継続しないことを確認した。この方式では、温度差か
ら対象を検知するため、路面温度と検知対象物の温度が
近いと未検知もしくは誤検知となる可能性がある。温度
差が小さい場合でも検知できるアルゴリズムへと改良
を行い、今年度から、複数の実際の踏切においてフィー
ルド試験を行って検知性能の確認を行い、2020年度ま
でに実用レベルに到達することを目指している。
（2）複数センサーを統合した列車前方の異常検知
　列車上から前方の異常を検知する技術については、
2016年度までに、運転台に設置したカメラの映像か
ら、30cm×30cm大の物体を最遠で230m先から検知
でき、150m以内では80％以上の検知率で検知できる
技術を開発した。これは、映像の時間的・空間的な差
分をとることによって、異常の有無を判定する技術を
応用したものである。機械学習の技術を活用した人物
の検知手法についても検討を行い、照明の条件にもよ
るが、最遠で250m先から検知しはじめ、180m以内
では90％以上の検知率で検知できることを確認した10）。

図3　従来型と自律型の比較 図4　画像処理による踏切内の異常検知

　しかし、現在の画像処理技術だけでは遠方の異常
を検知することは困難であることから、2018年度
からはセンサーフュージョン技術によってカメラと
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距離センサーを組み合わせ、誤検出を抑制した異常検
知アルゴリズムの開発に取り組んでいる（図5）。
　さらに、車上からの監視だけでは、曲線や山間部等
など見通しのきかない区間での異常が検知できないな
ど限界があるため、2015年度までに開発した90GHz
帯レーダーの技術11）も活用することで、2020年度ま
でに300m先の異常を検知できる技術を開発したいと
考えている。さらには、2023年度までに600m先の
異常が検知できる技術の確立を目指している。
　なお、画像処理と機械学習の組合せによる状態監視
の技術は、急速に高度化しており、線路内監視に適用
できる可能性がある。しかし、現状の機械学習の技術
では、学習していない事象が発生した場合の検知出力
が予測できない、検知結果に至る判断プロセスが見え
ないなど、安全に直結する監視システムに適用するに
は解決すべき課題が多い。将来、これらの課題が解決
される可能性はあるが、線路内監視も含め、鉄道の安
全に直結する判断や予測に機械学習の技術を適用する
際には、慎重な検討と検証が必要である。

4.2　鉄道運行向け情報ネットワーク基盤
　自律化するうえでは、列車や沿線の各種設備などの
間でやりとりされる情報への依存性が高まるため、分野
横断で情報を共有するための情報ネットワークと大容
量で高信頼の伝送路が必要となる。さらには、異なる分
野間で列車の位置や設備の位置を相互に認識するため
の仕組みも必要となる。そこで、鉄道総研では、鉄道運
行向けの統合情報ネットワークと、位置情報を一元的に
扱うためのフレームワークの開発を進めている。
（1）分野横断での情報共有のための通信ネットワーク
　現在、列車の運行上必要な情報の伝送は、車両、信号、
運転といった業務分野ごとに個別に行われており、デー
タの形式や伝送方法が様々である。このため、自律化
を行おうとした場合、必要な情報をリアルタイムで得
ることが困難となっている。そこで、分野間で情報の
相互利用ができるよう、データ形式を統一し、共通し
て使える通信手順（プロトコル）の開発を進めている12）。
　従来のネットワークでは、ユーザーが情報を得よう
とした場合、その情報を保有する相手先を指定して通
信を行い、情報を取得している。これに対し、ユーザー
が必要とする情報を指定すれば、その情報の場所を知
らなくても所望の情報を取得できるネットワーク技術
が開発されている。これは、情報指向型ネットワーク

（Information Centric Network：ICN）もしくはコンテ
ンツ指向型ネットワーク（Contents Centric Network：

CCN）と呼ばれる技術である。鉄道総研が開発してい
る統合情報ネットワークは、このICN/CCNの考え方
に、ネットワークを流れる情報の優先度に応じてデー
タの流れを制御するQoS（Quality of Service）技術を組
み合わせることにより、アプリケーションが伝送路や
情報の場所を意識することなく、鉄道運行に必要な情
報を取得できるネットワークを目指している。
　また、列車の運行に係る情報を扱うネットワークで
あるため、鉄道における保安情報の伝送に関する国際
規格IEC 62280や情報セキュリティ規格IEC 27000シ
リーズ等を参照しながら、鉄道用の情報ネットワーク
として具備すべきセキュリティ機能の考え方や、異常
時に安全を確保しながら運行を継続するための情報伝
送のあり方についても検討を行っている。
　2016年度までに基本的なデータ形式と通信手順を
RITP（Railway Information Transfer Protocol）とし
て定義し、シミュレーションによって一部の機能が所
定の動作を行うことを確認した（図6）。2019年度には
伝送媒体路の状態を自動計測して伝送経路を選択する
機能とセキュリティチェック機能の一部を実装し、鉄
道総研の所内試験線に実際にネットワークを構成し
て機能確認試験を行う予定である。2020年度以降は、
所内試験線で実務に活用して実用性を検証しながら、
プロトコル標準化に向けて提案を行う予定である。
（2）第5世代移動体通信システム（5G）の活用
　前節で述べたRITPによる情報ネットワークを実際

図5　画像処理による踏切内の異常検知

図6　鉄道運行向け統合情報ネットワークと専用
プロトコルRITP
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に稼働させるためには、実際に情報を伝送する通信シ
ステムが必要である。これまで鉄道事業者が構築して
きた自営の通信網を活用するほか、近年信頼性と通信
速度の向上が著しい汎用の移動体通信技術を活用する
ことも検討している。
　特に、2019年度から部分的なサービス開始が予定さ
れている第5世代移動体通信（“5G”と呼ばれる）は、現
在利用されているLTE携帯電話網の100倍以上となる
10Gbpsの伝送容量が実現される見込みである。これに
より、大量のデータを伝送するアプリケーションだけで
なく、IoTのようにデータ量は少ないものの膨大な数の
センサーや端末を接続するようなアプリケーションにも
対応可能となることが期待されている。鉄道においては、
この5Gの特徴を利用することにより、大容量伝送を活
かした地上～車上間の画像・データの伝送や、低遅延伝
送を活かした制御情報の伝送、また多数の現場機器やセ
ンサーを収容できるモニタリングシステムの実現などが
期待できる（図7）。5Gが利用可能となり次第、前節で
述べたRITPとの組み合わせにより、鉄道として求めら
れるセキュリティを考慮した情報ネットワークを構築す
る手法の研究開発に取り組みたいと考えている。

4.3　設備位置の一元管理化
　現在、列車の位置や地上設備の位置は、分野によっ
て異なる方法で計測、表現されている。自律型列車運行
制御システムを実現するためには、列車や様々な設備の
位置を一元的に管理する必要がある。位置管理を一元化
する方法としては、統一的な位置指標を定義し、全ての
分野の位置表現を変換する方法が考えられるが、これま
で蓄積されてきた管理台帳や状態情報のデータとの親
和性を確保することが難しいという課題があった。そこ
で、鉄道総研では、図8に示すように、従来の位置表現
を地理座標表現（緯度・経度・高度）とリンクすること
により、設備ごとの位置表現を相互変換することで、従
来の位置表現を活かしながら、分野間での位置情報を共
通化するフレームワークを開発している。このフレーム
ワークは、位置表現を変換するためのデータベースの定

義と、変換を行うミドルウェアから構成される。2019
年度にプロトタイプを開発し、所内試験線に適用して沿
線設備と試験車両の位置の相互変換ができることを確
認する予定である。なお、この設備位置の一元管理手法
は、メンテナンスの高度化にも必要な基盤技術である。

5．自律型列車運行制御システムの姿

　前章までに述べてきた列車運行制御の自律化の考え
方と、現在研究開発に取り組んでいる技術を組み合わせ
ることにより、将来、図9に示すような自律型列車運行
制御システムを実現できると考えている。なお、通常運
行時の旅客への案内や、異常時の対応を行うため、運転
資格を持たない係員が乗務している形態を想定している。
　この自律型列車制御システムでは、以下のような運
行が可能となる。
（1）正常時
　列車と転てつ機・踏切が相互に通信し、列車の進行
に応じて、各列車が転てつ機・踏切を制御し、前方の
安全を監視しながら進行する。
（2）踏切で異常が発生した場合
　踏切内に留まった自動車や人を地上のセンサーで検
知し、列車に伝送する。列車は前方監視も行いながら
自律的に減速し、踏切の手前で停止する。自動車や人
が踏切から脱出し、踏切を安全に進行できる状態に
なった時点で、列車が踏切の状態を確認し、安全を確
認しながら運転を再開する。
（3）列車の進路上で斜面崩壊等が発生した場合
　地上のレーダーセンサーで斜面崩壊を検知し、現場
に進行してくる列車に情報を伝達、列車は自律的に減
速し、停車する。沿線の画像やセンサー情報から、復
旧に時間がかかることを判断し、運転方向を切り替え、
後続列車と情報交換をしながら、前駅に戻る。
　このような列車運行制御が可能となれば、様々な形態

図7　第5世代移動体通信技術（5G）の活用 図8　鉄道設備の位置情報の一元管理
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の自動運転の実現も可能となる。自動運転システムは、
人が担っていた役割をどこまでシステムに持たせるか
によって、幾つかの種類がある。鉄道の列車運行に関す
る自動化の程度の分け方は、都市鉄道の指令／制御シス
テムの要件を定めた国際規格IEC62290-1（JIS E 3802）
によって定義されているGoA（Grade of Automation）が
用いられる。運転士が乗務して出発操作を行うGoA2や、
運転資格を持たない係員が搭乗して運行するGoA3につ
いては、乗務員と自律列車制御システムの双方が協働す
ることでさらに安全性を高めることが可能となる。さら
には、現在は導入されていないオープンな環境にある一
般線区への展開も期待できる。また、無人運転の形態で
あるGoA4の安全性向上にも活用可能である。

6．おわりに

　本発表では、列車運行制御の自律化がもたらす安全
性の向上について、列車の安全運行を支えるための線路
内の異常を検知する技術の研究開発状況を紹介し、自律
型列車運行制御システムの考え方と効果について述べ、
自律化に不可欠な技術のうち、線路内の監視と情報共有
化技術の研究開発状況と今後の取り組みを紹介した。
　列車運行制御を自律化することにより、詳細な情報
に基づく異常の早期検知と、現場での危険回避が可能と
なり、異常時でも、安全に支障しない区間は運転を継続
できる強靭性をも備えることが期待される。自律型列車
運行制御システムが安全を確保することで、指令・乗務
員双方の負担を軽減でき、人間は安心を提供するための
人間的な活動に注力できる。様々な異常に対して人間と
システムとが協調して対応することが可能となれば、将
来、自動運転を一般線区に展開することも期待できる。

　ただし、自律型列車運行制御システムの実現には、
検知漏れがなく誤検知を抑えた線路内監視の技術と、
情報ネットワーク上でのセキュリティ確保の技術が必
須となる。非常に難易度の高い課題と認識しているが、
今後もさらに高度化するICTを活用しながら、課題
解決に挑み、新しい列車運行制御システムの開発を通
じて、安心して利用できる鉄道システムの実現に貢献
していきたい。
　なお、本稿に記載した内容の一部には、総務省の「電
波資源拡大のための研究開発」による研究が含まれて
いる。
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